
















































































































































































































































































































































































































































い契約を締結する場合のみを ｢更新｣ と呼ぶ。もし、｢更新｣ ではない、新
しい契約の締結にあたると、有期労働契約を締結する合理的な理由が必要と
なる。｢更新｣ であれば、原則として、最大2年間において3回まで更新が可
能である。したがって、反復更新された労働契約において新たに不更新条項
を導入すると、従前と異なる契約となってしまい、有期労働契約締結のため
の合理的な理由が必要となる。このような法規制の下では、不更新条項の導
入は困難となるし、そもそも、有期労働契約の締結に合理的な理由が必要か、
合理的な理由が必要とされない場合であっても、契約期間および更新回数の
上限が決まっているなかで、不更新条項を導入すべき経営側のニーズも存在
しない。
現在の日本で同様の ｢更新｣ 概念を採用した場合、労働条件の内容を変え
てはならないという点で、不更新条項の導入を阻止することができるかもし
11 不当条項の規制については、法制審議会民法（債権関係）部会第26回資料「民法（債権関
係）の改正に関する中間的な論点整理案」（2011年4月12日）。
12 今後の見直しの方向性と課題については、厚生労働省有期労働研究会報告書（2010年9
月10日）を参照。
63
判例評釈：有期労働契約の雇止めに関する判例法理の意義と不更新条項の効力
れないが、空白期間をおいてはならないという点はかえって労働者に不利に
働いてしまうであろう。使用者側は、意図的に空白期間を置くことで、雇止
め法理の適用を回避することができてしまうからである。
本件のような不更新条項だけでなく、更新時に、使用者が従前よりも労働
条件を引き下げる内容の有期労働契約を提示したことを契機とした紛争も生
じている（河合塾（非常勤講師・出講契約）事件・最三小判平成22・4・27労
判1009号5頁、ドコモ・サービス（雇止め）事件・東京地判平成22・3・30労
判1010号51頁）。従来、雇止め法理が是正を図ってきた問題は、有期であり
ながら、就労期間が長期に及んでいるという形式と実態の乖離であったとい
えるが、近年では、契約期間が限定されているという有期契約の本質から必
然的に生じる、労使の交渉力の非対等性を鮮明に示す事案が目立つように思
われる。かかる対等性の欠如を補償する施策が求められているのではないだ
ろうか。
図　雇止めの違法を理由とする労働契約上の地位確認訴訟における要件事実
（山川隆一『雇用関係法（第4版）』〔2008年〕283頁を簡略化）
請求原因 抗弁 再々抗弁
 
 
 
1. 労働契約の締結
2. 使用者による契
 約の終了
 （確認の利益）
 
1. 実質的に期間の
 定めのないのと
 異ならない状態
 または雇用継続
 への期待
2. 雇止めに合理的
 理由がないこと
 の評価根拠事実
再抗弁
（予備的請求原因）
雇止めに合理的な
理由がないことの
評価障害事実
不更新の合意
（本決定）
1. 期間の定めの
 存在
2. 期間の満了
不更新の合意
（近畿コカ･コーラ
 ボトリング事件）
